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株式会社 東京証券取引所 

代表取締役社長 殿 

 

       会社名   GO 株式会社  

代表者の役職氏名 代表取締役社長 中島 宏 

 

 

当社のその他の関係会社である日本交通ホールディングス株式会社及び株式会社ディー・エヌ・エーに

ついて、支配株主等に関する事項は、以下のとおりです。 

 

１． 親会社、支配株主（親会社を除く。）、その他の関係会社又はその他の関係会社の親会社の商号等 

 

（2026 年 5 月 14 日現在） 

名称 属性 

議決権所有割合（％） 発行する株券が 

上場されている 

金融商品取引所等 

直接所有分 

間接所有分() 
合算対象分 計 

日本交通ホールデ

ィングス株式会社 

その他の関係

会社 
25.75 0.00 25.75 ― 

株式会社ディー・

エヌ・エー 

その他の関係

会社 
25.75 0.00 25.75 

東京証券取引所 

プライム市場 

 

２．親会社等のうち、当社に与える影響が最も大きいと認められる会社の名称及びその理由 

 

 日本交通ホールディングス株式会社は、当社の株式の 25.75％を保有する筆頭株主であり、当社の代

表取締役会長が同社の代表取締役を兼務しております。同社から当社への事業上の制約はありません

が、同社と資本関係のあるタクシー事業者により構成される企業グループとの取引関係があることを踏

まえ、当社に与える影響が最も大きいと認められる会社は同社と判断しています。 

 

３．親会社等の企業グループにおける当社の位置付けその他の当社と親会社等との関係 

 

日本交通ホールディングス株式会社は、当社の議決権の 25.75％を保有しております。同社は、株式

及び不動産の管理・運用を行う資産管理会社であり、当社との取引実績はございません。また、同社の

資本関係のある傘下のタクシー事業者により構成される企業グループ会社との取引に関しては、独立性

のある社外取締役が過半数、かつ委員長を務める特別委員会にて利益相反的要素の有無を適切に監視

し、監督を行っております。人的関係につきましては、当社の代表取締役会長が同社の代表取締役、同

社傘下の日本交通株式会社の取締役及び東洋交通株式会社の代表取締役を兼務しておりますが、当社代

表取締役会長の職務が中心となっております。 

同社から当社への事業上の制約はなく、当社独自の経営判断に支障をきたすことはございません。ま

た、当社の事業活動及び経営判断については、当社の責任のもとに意思決定を行って業務を執行してい

ることから、当社の独立性は確保されていると認識しております。 

 

役職 氏名 親会社等での役職 就任理由 

代表取締役会長 川鍋 一朗 

日本交通ホールデ

ィングス株式会社 

代表取締役 

当社の前身となる JapanTaxi 株式会社の代表取

締役社長としてタクシー配車サービスを立ち上

げた実績及びモビリティ業界における豊富な専

門知識と経験を踏まえ、選任しております。 

 

 



 

 

株式会社ディー・エヌ・エーは、当社の議決権の 25.75％を保有しております。当社は親会社等であ

る同社とシステム運用・保守・開発及び管理業務の受託等の取引がありますが、主に取引されている市

場等の客観的な情報をもとに、一般的な取引条件と同様に合理的な決定がなされており、親会社からの

一定の独立性が確保されていると考えています。その他の取引に関しても、前記特別委員会にて利益相

反的要素の有無を適切に監視し、監督を行っております。 

同社の企業グループとの事業のすみ分けがなされており、取引状況については、当社独自の経営判断を

妨げるほどのものではないことから、一定の独立性が確保されていると認識しております。 

 

４．支配株主等との取引に関する事項 

 

 記載すべき重要な取引はありません。 

 

５． 支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策の履行状況 

 

 当社には支配株主は存在しませんが、複数の主要株主が存在することから、関連当事者間での取引に

ついて、関連当事者取引管理規程を策定し、それらの規程に基づき、事業上の必要性、その妥当性につ

いてより慎重な判断の下、取引を行っております。また、少数株主の利益を保護する観点で、前記特別

委員会を設置しており、同委員会の委員である社外取締役が継続的に利益相反取引該当性や関連当事者

取引の妥当性・合理性について継続的なモニタリングを行うとともに、年１回以上を目安に、取締役会

での審議方法等について議論し、取締役会への報告を行っております。 

 

 

以 上 

 

 


